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（１） 本県経済の現状

－１－



消費者物価指数及び企業物価指数の推移

○消費者物価指数及び企業物価指数は、令和２年と比較して大きく上昇。
（R８.６現在(R2=100)：消費者物価指数11９.０ 企業物価指数1３５.６）

○過去１年間では、消費者物価指数・企業物価指数ともに上昇傾向が続いており、特に
企業物価指数の上昇ペースが加速している。
（R７.６～R８.６上昇幅：消費者物価指数３.７ポイント 企業物価指数９.２ポイント）

消費者物価指数（青森市）及び企業物価指数（全国）の推移

（出典）消費者物価指数（青森市）：青森県統計分析課、企業物価指数（全国）：日本銀行 －２－
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名目賃金指数及び実質賃金指数の推移

○名目賃金指数及び実質賃金指数は、令和３年までは大きな差がほとんどなく推移。
○令和４年以降、両指数のギャップは拡大傾向が続き、令和8年第1四半期は前年同期
に比べて１.６ポイント拡大し、1５.2ポイントのギャップとなった。

○物価の上昇が続く中で、企業の賃上げが追いついていない可能性がある。

本県の名目賃金指数及び実質賃金指数の推移

（出典）青森県統計分析課 －３－
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県内企業業況判断ＤＩの推移

○県内企業の業況判断ＤＩは、新型コロナウイルス感染症流行拡大の影響による令和２年
以降の落ち込みを脱し、非製造業を中心に引き続き回復傾向。
（令和５年６月調査以降、「全産業」の「最近」の業況判断ＤＩは０以上の水準で推移）

○令和８年６月調査では、製造業・非製造業を含むすべての産業でプラス傾向が続いて
おり、足元の景況感は回復していると考えられる。

県内企業業判断ＤＩ（最近）の推移

（出典）日本銀行青森支店県内企業短期経済観測調査結果 －４－
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（２） 令和８年度の青森県の取組

－５－



適切な価格転嫁の促進強化事業

取組１ 価格転嫁支援アドバイザーの配置

原価計算や価格設定などの伴走支援を行

う「価格転嫁支援アドバイザー」を21あお

もり産業総合支援センターに2名配置し、

訪問型の相談対応を実施。

－６－

取組２ 価格転嫁出前講座の実施

原価把握や価格交渉に必要なノウハウ等

を習得する出前講座を、商工団体や業界

団体等のニーズに応じて業種や取引形態

別に実施。



価格交渉促進月間（９月）における広報活動の強化

－７－

① 県内3紙への新聞広告
（令和８年9月9日掲載予定）

② SNS広告
（令和８年9月１０日以降配信予定）

○県内中小企業者が価格転嫁しやすい環境をつくるため、新聞広告及びＳＮＳ広告等を

実施し、県が実施する価格転嫁支援施策の認知度向上を図るとともに、当該施策紹介

   ページへのアクセスを促進し、積極的な活用を促す。

＜バナー広告＞

＜カルーセル広告＞
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価格設定及び見積書作成等

データ収集及び原価計算等

現状把握及び分析等

価格転嫁ニーズの掘り起こし

商品・サービスの
高付加価値化

価格交渉

価格転嫁支援アドバイザー支援実績

○昨年度の前半は現状分析などの基礎的支援が多かったが、後半は価格設定や価格交渉

   など、より具体的かつ実践的な支援内容の割合が増加した。

○具体的な行動を起こす事業者が増えたことで、成果が表れ始めたと考えられる。

価格転嫁支援アドバイザーの支援内容割合 （月毎・延べ件数）
※「商品・サービスの高付加価値化」はR8年度から追加した項目

（出典）公益財団法人21あおもり産業総合支援センターから提出された報告書を基に集計。 －８－

支援件数（延べ件数） 事業者数 価格転嫁成功件数

令和７年度（年間） 248 118 20

令和８年４月～７月 102 56 20

価格交渉



持続的賃上げ環境整備促進事業費補助金実績

－９－

申請区分 一般型
成長投資・

賃上げ加速型
合計

交付申請件数 259件 105件 364件

交付申請額

（A）
502,575,677円 1,045,879,026円 1,548,454,703円

予算額（B） 600,000,000円 750,000,000円 1,350,000,000円

執行率（A/B） 83.8％ 139.5％ 114.7％

申請区分 一般型
成長投資・

賃上げ加速型
合計

交付決定件数 122件 32件 154件

交付決定額

（A）
237,185,648円 319,476,155円 556,661,803円

予算額（B） 600,000,000円 750,000,000円 1,350,000,000円

執行率（A/B） 39.5％ 42.6％ 41.3％

〇交付決定状況（９月１日時点）

〇交付申請状況



（３） 各機関のこれまでの取組状況と今後の取組

－１０－



各機関のこれまでの取組状況と課題 ①

これまでの取組状況 （広報、セミナー等、その他） 課題

青森県
商工会議所
連合会

【価格転嫁に関する支援策、情報共有、周知等】
・日本商工会議所作成のチラシ「物流危機を乗り越えるため」会報封入
（むつ）

・中小機構の「儲かる経営キヅク君」、「価格転嫁検討ツール」チラシを
会報に折込（むつ）

・青森県の「価格転嫁サポート窓口」を会報とＨＰで紹介（むつ）
・当所会報誌9月号にて、価格交渉月間を周知（八戸）
・「マンガでわかるはじめての価格転嫁」小冊子を事務所外相談窓口に
設置（青森）

・巡回指導及び窓口相談対応時に、価格転嫁の必要性について説明
（黒石）

【「パートナーシップ構築宣言」の普及拡大等】
・各種補助金申請支援時における周知（弘前）

【価格転嫁に関する講習会・セミナーの開催、相談対応等】
・経営相談の際、個々に理解を求めている（弘前）
・8/7 「賃上げ・物価高騰に負けない！資金繰り対策講座」を開催
（十和田）

・7/28「物価高騰に負けない！利益を確保する価格決定のポイント」
セミナーを開催（八戸）

・8/26価格転嫁対策セミナー「価格転嫁15のテクニック」を開催
（青森）

・令和6年に「戦略的価格
設定セミナー」を開催し
たが、出席者が少なく職
員の声掛けで１５名出席。
また、業種別の課題がそ
れぞれにあることから、
全業種対象は開催して
いない。（黒石）

・事業者と接触する際、
個々に周知しているが、
全体での周知はしてい
ないため、今後会報等で
周知していきたい。
（弘前）

○商工団体

－１１－



各機関のこれまでの取組状況と課題 ②
○商工団体

－１２－

これまでの取組状況 （広報、セミナー等、その他） 課題

青森県
商工会議所
連合会

・専門家（中小企業診断士）による個別相談会を2026.4月～原則
月1回開催中（十和田）

・巡回指導時ヒアリングによる状況把握（青森）

【賃上げに関する支援策、最低賃金の周知】
・「賃上げ促進税制を強化」チラシを会報に折込（むつ）
・会報誌5月号に、青森県持続的賃上げ環境整備促進事業費補助金の
チラシを折込（八戸）

・HP、会員向けDMにて「青森県持続的賃上げ環境整備促進事業費補
助金」の周知及び申請支援（黒石）

・小規模事業者経営改善資金貸付（マル経融資）における相談対応に
際し、賃上げ特例の活用を勧めている（八戸）

・巡回指導時ヒアリングによる状況把握（青森）
・青森県持続的賃上げ環境整備促進事業費補助金申請支援１１件
（弘前）

青森県商工会
連合会

【価格転嫁に関する支援策、情報共有、周知等】
・賃金向上に向けた価格転嫁の推進に係る赤澤経済産業大臣による
メッセージ動画の周知（４月）

・燃料価格高騰時における内航海運業の価格転嫁の徹底についての
周知（４月）

・商工業者向けのオンデマインド型講習会により、企業収益向上に向け
た取組に関するコンテンツを提供

・取引適正化、価格交渉・価格転嫁、官公需対策の推進及び「価格交渉
促進月間（2026年3月）フォローアップ調査」への協力（４月）



各機関のこれまでの取組状況と課題 ③

これまでの取組状況
（広報、セミナー等、その他） 課題

青森県
商工会連合会

【価格転嫁に関する講習会・セミナーの開催、相談対応等】
・経営指導員向けに国・県の施策や伴走型支援に係る集合型研修会
を実施

・専門家派遣事業による相談対応
・経営指導員による巡回指導及び窓口でのアドバイス

【賃上げに関する支援策、最低賃金の周知】
・「最低賃金引き上げに伴う支援策パンフレット」の配布（440件）
・「最低賃金引き上げに伴う支援策」に係る会報等の周知（1件）
・賃上げ等に関するアンケート調査の実施（5月・135件）

青森県
中小企業団体
中央会

【価格転嫁に関する支援策、情報共有、周知等】
・会報誌、会議等での周知
・組合等訪問時における周知
・令和7年度労働事情実態調査において、中小企業における価格転
嫁状況の調査を行った。

【価格転嫁に関する講習会・セミナーの開催、相談対応等】
・令和７年度において、青年部を対象に価格転嫁セミナーを開催

【賃上げに関する支援策、最低賃金の周知】
・会報誌掲載による周知

○商工団体

－１３－



各機関のこれまでの取組状況と課題 ④

これまでの取組状況
（広報、セミナー等、その他） 課題

公益財団法人
21あおもり産
業総合支援セ
ンター

【価格転嫁に関する支援策、情報共有、周知等】
・ＨＰ、メールマガジンでの周知
・関係機関主催の講習会等での紹介
・当センター主催の補助事業説明会での紹介

【「パートナーシップ構築宣言」の普及拡大等】
・所管する補助事業の応募要件に「パートナーシップ構築宣言の趣旨
を踏まえた事業計画であること」を加え、登録企業は審査における加
点措置を講ずる。

【価格転嫁に関する講習会・セミナーの開催、相談対応等】
・価格転嫁出前講座の実施
・価格転嫁支援アドバイザーによる県内企業訪問活動

【賃上げに関する支援策、最低賃金の周知】
・ＨＰ、メールマガジンでの周知
・青森県持続的賃上げ環境整備促進事業費補助金

一般社団法人
青森県経営者
協会

【価格転嫁に関する支援策、情報共有、周知等】
・ホームページ、会議、会報誌等で周知
・東北６県経営者協会合同雇用動向調査を実施し、会員企業の価格転
嫁の状況や課題等を取りまとめる予定(調査期間8/20～9/25、調
査報告書11/20公表予定)

○産業支援機関、経済団体

－１４－



各機関のこれまでの取組状況と課題 ⑤

これまでの取組状況
（広報、セミナー等、その他） 課題

一般社団法人
青森県経営者
協会

【価格転嫁に関する講習会・セミナーの開催、相談対応等】
・国、地方自治体、関係団体等が実施する講演会等について、ホーム
ページ等で会員へ周知

・会員企業向けに開設している「経営労務相談室」において、価格転嫁
に関する相談も弁護士等が対応予定

【賃上げに関する支援策、最低賃金の周知】
・国、地方自治体の賃上げに関する各種支援策について、ホームペー
ジ、会議、会報誌等で周知

・各地区定例会において、「最近の労働・経済動向」報告の中で、県内の
賃上状況や最低賃金の見通し等について説明

・協会員企業を対象とした令和８年春季賃上げ要求・妥結状況調査を
実施し、調査結果は9月に公表予定

青森経済同友
会

【価格転嫁に関する支援策、情報共有、周知等】
・HP・会議での周知

青森県
中小企業家同
友会

【価格転嫁に関する支援策、情報共有、周知等】
【賃上げに関する支援策、最低賃金の周知】
・支援策等の情報をグループウェアで会員へ共有

会員構成が他業種にわ
たるため、各業種に対応
した支援策や個別具体の
相談内容に対応しきれな
い場合がある。

○経済団体
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各機関のこれまでの取組状況と課題 ⑥

これまでの取組状況 （広報、セミナー等、その他） 課題

日本労働組合
総連合会 青森県
連合会（連合青森）

【価格転嫁に関する支援策、情報共有、周知等】
・機関紙「れんごう青森」等を通じ、適正な価格転嫁・価格交渉の必要性や、
賃上げ原資の確保に向けた価格転嫁の重要性について加盟組織へ情報
提供

・連合本部・行政機関等から提供される価格転嫁、労務費の適切な転嫁、
各種支援策に関する情報を、構成組織・地域協議会へ随時周知

・2026春季生活闘争に関する機関会議・集会等において、持続的な賃上げ
の実現には適正な価格転嫁・取引適正化が不可欠であることを共有

・構成組織・地域協議会の担当者が参加する会議等を活用し、価格転嫁を
めぐる県内企業の実態や課題について情報共有

・「価格転嫁」等の調査と推進活動について、青森県内の中小企業における
生産性の向上と労働環境の改善に資することを目的として、企業訪問を
実施し、適切な価格転嫁の推進を図った。訪問にあたっては、事業者向け
PRチラシ「価格交渉は今がチャンス！！」と「価格転嫁支援アドバイザー
をご活用ください！」を手渡し、各企業の経営者または担当者から
ヒアリング形式で直接意見を伺うとともに、各種支援策を説明し活用を
促した。
実施期間：2026年4月上旬～2025年6月中旬
青森県内の中小企業（建設業を除く従業員30人以上の事業所。計37社）

・機関会議（連合青森執行委員会・春闘関連会議・集会）での周知

【「パートナーシップ構築宣言」の普及拡大等】
・機関紙や機関会議等を通じ、「パートナーシップ構築宣言」や適正取引の
趣旨について周知し、取引先との対等な価格交渉・適正な価格転嫁の
重要性を共有

・春季生活闘争の学習・討論の場において、賃上げ原資の確保に向け、
労務費を含む適正な価格転嫁と取引慣行の改善が必要であることを周知

県内では価格転嫁の環境そのも
のには改善が見られる一方、そ
れが設備投資や継続的な賃上げ
まで十分につながっているかは、
なお検証が必要である。
とりわけ重要なのは労務費の価
格転嫁である。価格転嫁率を高
めること自体をゴールとするの
ではなく、適正な価格転嫁によっ
て企業収益を確保し、省力化・生
産性向上への投資を促し、その
成果を賃金として働く者へ還元
するところまでを一体として進
める必要がある。
連合青森としても、春季生活闘
争や労使協議、企業訪問などを
通じて、価格転嫁と賃上げが実
際に結びついているかを把握し、
県内の好循環につなげていきた
い。以上のことから、「県内課題」
として、次の5点に整理し、対策
を検討すべきである。

① 原材料費だけでなく「労務費
の価格転嫁」を重点指標とす
る。

② 価格転嫁率だけでなく「価格
転嫁が実際に賃上げにつな
がったか」を把握する。

○労働団体

－１６－



各機関のこれまでの取組状況と課題 ⑦

これまでの取組状況 （広報、セミナー等、その他） 課題

日本労働組合
総連合会 青森県
連合会（連合青森）

【価格転嫁に関する講習会・セミナーの開催、相談対応等】
・価格転嫁・取引適正化に関する行政機関や連合本部等の資料、相談窓口、
支援情報を構成組織・地域協議会へ周知

・春季生活闘争関連会議、各種学習会・集会等の機会を活用し、価格転嫁と
賃上げの好循環、労務費の適切な転嫁の必要性について理解促進を図っ
ている。

・加盟組織から寄せられる価格転嫁・賃上げに関する情報や課題を把握し、
必要に応じて連合本部、行政機関、経済団体等との意見交換・要請に反映

・企業訪問によるヒアリングを、事業者の実情や相談ニーズを把握する機会
として活用

【賃上げに関する支援策、最低賃金の周知】
・加盟組織への機関紙「れんごう青森」や各種発信媒体を活用し、2026春
季生活闘争の賃上げ状況、最低賃金改定の動向・意義等を周知

・構成組織・地域協議会を通じ、最低賃金制度や改定状況について組合員・
地域への情報発信を実施

・2026春季生活闘争の機関会議・集会等を通じ、継続的な賃上げの必要
性、企業内最低賃金の引上げ、価格転嫁・生産性向上等の重要性を共有

・最低賃金審議に向け、労働者の生計費、賃金動向、県内経済・企業の支払
能力等のデータを分析し、労働者側委員間で共有

・街頭行動「２０２６春季生活闘争県内アピール・最低賃金改 定周知街宣」
・十和田市・中央緑地公園（R8・4・25）
・八戸市・ポータルミュージアム「はっち」前（R8・4・25）
・むつ市・むつマエダ本店前（R8・5・9）
・五所川原市・エルム北側入口交差点付近（五所川原幼稚園前）（R8・5・17）
・弘前市・シーナシーナ弘前店前（R8・5・17）
・青森市・シーナシーナ青森店向かい（R8・5・23）

③ 価格転嫁で確保した収益を、
省力化・設備投資・生産性向
上・賃上げへつなげる。

④ 価格転嫁できない企業を業
種・企業規模・取引形態別に
把握し、重点的に支援する。

⑤ 労働組合側も春季生活闘争・
労使協議を通じ、「賃上げと
価格転嫁」をセットで確認す
る。

○労働団体

－１７－



各機関のこれまでの取組状況と課題 ⑧

これまでの取組状況 （広報、セミナー等、その他） 課題

株式会社
青森みちのく銀行

【価格転嫁に関する支援策、情報共有、周知等】
・会議での周知
・青森県との共同事業である「青森県企業・団体等パネルデータ
の構築事業」にて、約5,400先へアンケートを実施。アンケート
内容に価格転嫁の実施状況の項目を掲載。結果は１１～１２月頃
に公表予定。

・周知を行った際は一定
数の活動が見られるが、
継続的なモニタリング活
動には至っていない。

・当行職員の意識・知識不
足。

経済産業省
東北経済産業局

【価格転嫁に関する支援策、情報共有、周知等】
・パートナーシップ宣言に関係する各種補助制度、税制、融資制
度等の優遇措置をポータルサイトで公表

・中企庁のHPで下請取引適正化、価格交渉・価格転嫁、官公需対
策について幅広い情報を提供

・中企庁の「適正取引支援サイト」で価格交渉講習会の案内や資
料を提供

・メールを通じて価格転嫁円滑化に係る関連情報を共有
・価格交渉促進月間にかかるフォローアップ調査結果の公表、同
企業リストの公表(3月結果公表： R8.26.6、R8.8.4)

【価格転嫁に関する講習会・セミナーの開催、相談対応等】
・価格転嫁・取引適正化ルールに関する説明会を開催
（R8.9.10）（主催：当局・公正取引委員会東北事務所、共催：青
森県）

・よろず支援拠点に価格転嫁にかかる相談対応を行えるコー
ディネーターの配置

・令和8年1月に施行され
た取適法と振興法の浸
透と定着。

・取適法範囲外での取引
適正化の推進。

・官公需における価格転
嫁率の向上。

○金融機関、国機関

－１８－



各機関のこれまでの取組状況と課題 ⑨

これまでの取組状況 （広報、セミナー等、その他） 課題

厚生労働省
青森労働局

【価格転嫁に関する支援策、情報共有、周知等】
・パンフレット類の配架

【「パートナーシップ構築宣言」の普及拡大等】
・関係機関・団体等訪問時の意見交換等

【賃上げに関する支援策、最低賃金の周知】
・局ＨＰや関係機関が発行する広報誌等を通じた周知
・賃金引上げや生産性向上に取り組む事業主を支援する助成金
（業務改善助成金等）等に係る説明会の開催

国土交通省
東北運輸局
青森運輸支局

【価格転嫁に関する支援策、情報共有、周知等】
・トラック・物流Gメンによる荷主パトロールにより、トラック輸送
の「標準的運賃」及び「トラック適正化二法」等について周知を
図った。

適正運賃の収受や労働環
境の改善を実現するため
に、荷主・事業者双方に
「標準的運賃」及び「トラッ
ク適正化二法」等につい
て、さらなる周知を図り、
理解をいただく必要があ
る。

○国機関

－１９－



取組内容（予定）

青森県商工会議所連合会 ・「価格を上げること」ではなく、適正な利益を確保することが経営者の責任という
意識を広げる（むつ）
・価格転嫁の定期的な見直し項目：前回から仕入価格はどう変わったか、人件費はど
う変わったか、利益率はどうなったか、価格改定を実施したか、取引先と価格交渉
をしたか（むつ）
・行政への令和９年度要望として、原材料や資材の物価変動の実態を的確に反映し
た迅速かつ柔軟な設計変更の実施、およびスライド条項における複数資材の合算
など適切かつ柔軟な運用及び受注者負担の軽減に向けた制度の見直しを要望予
定（八戸）

・巡回指導、窓口対応時に価格転嫁の実施状況を確認し、必要な支援を実施（青森）
・巡回指導時に相談先等を周知（青森）
・HP・SNS・会報誌等を活用した周知、小冊子の配布による価格転嫁・価格交渉に関
する情報発信（青森）

・10/28「中小企業のための価格交渉」セミナー開催予定（弘前）

青森県商工会連合会 ・賃上げ支援に関する新聞広告

青森県
中小企業団体中央会

・協同組合等の事業における団体協約の実施促進

公益財団法人
21あおもり産業総合支援
センター

・ADによる伴走支援及び出前講座の実施を行うとともに、HPやメルマガ等での周
知を行う。

各機関の今後の取組 ①

※事前の照会において回答のあった機関のみを記載

－２０－

○商工団体、産業支援機関



取組内容（予定）

青森県中小企業家同友会 ・的確な賃上げの実施と、そのための原資となる価格転嫁による利益の確保。その
ための社内体制構築や、粘り強い交渉の継続を会員各社へ呼びかけたい。

日本労働組合
総連合会 青森県連合会
（連合青森）

・春季生活闘争、最低賃金、政策・制度要求等の機関会議・集会を通じ、適正な価格
転嫁、とりわけ労務費の転嫁の重要性について継続して周知する。
・機関紙「れんごう青森」や構成組織・地域協議会への情報提供を通じ、価格交渉、
パートナーシップ構築宣言、各種支援策・相談窓口等の周知を行う。
・県、労働局、公正取引委員会、経済団体等との要請・意見交換の機会を活用し、価
格転嫁と賃上げの好循環、中小企業支援、取引適正化の実効性確保を求める。
・企業訪問等を通じて県内事業者の価格転嫁・賃上げの実態把握に努め、把握した
課題を政策要請や最低賃金審議等に反映する。
・最低賃金改定後は、県内各地域での周知活動等を通じ、新たな最低賃金額と制度
の周知を図る。

株式会社
青森みちのく銀行

・青森県との共同事業である「青森県企業・団体等パネルデータの構築事業」は、
継続して実施していくことを想定している。特定の対象者を固定化（パネル化）し、
一定期間内に複数回同一の質問内容でアンケートを実施することで、時間の経過
に伴う対象者の行動変容や意識の変化を継続的に把握・分析することが可能とな
る。

経済産業省
東北経済産業局

・「価格交渉講習会」の開催により価格交渉の手法を説明(R8.10.28、R8.11.11)

各機関の今後の取組 ②

※事前の照会において回答のあった機関のみを記載

－２１－

○経済団体、労働団体、金融機関、国機関



（４） 具体的支援事例の紹介

－２２－



具体的支援事例 ①

価格転嫁の定着に向けた
取組の好事例

価格転嫁の障壁

青森県
商工会議所
連合会

・窓口や巡回時に「値上げ」では
なく「適正価格」という考え方の
普及（むつ）

・半年、年1回など定期的な価格
見直しを習慣化（むつ）

・製造業では取引先の事業者に1
～2ヶ月前から、原材料価格の
高騰及び品質維持等を理由に
価格改定を事前に通知して理
解を求めている。
（価格は15％以内の値上げ）
（黒石）

・コスト上昇分を価格に反映する必要性は認識しているものの、
取引先との交渉力、顧客離れへの不安、価格改定の根拠づく
りなどが障壁となり、十分な価格転嫁に至っていない（むつ）
・当所が令和8年7～8月にかけて実施した全会員アンケートに
よると、経営上の課題として「価格転嫁」を挙げている事業者
数は、回答した2,476者のうち約１割にあたる207者だった。
（八戸）
・コスト上昇に対する価格転嫁を行いたいが、業界（建設業）の
景気が良くないため、受注できるように企業努力をしてしまう。
（八戸）
・価格転嫁をしても、度重なる原材料高騰や労務費上昇により
苦しい状況が続いている。（八戸）
・同業者間での価格競争が激しく、価格転嫁が難しい。（八戸）
・取引先からの反発もあり、価格転嫁が難しい。（八戸）
・価格交渉を切り出すことで、今後の取引関係や継続性に悪影
響があるのではと懸念してそもそも動き出せない。また、価格
交渉に踏み切った結果、従来通りの低価格を維持する同業者
や新規参入業者に顧客が流れてしまった例も。（青森）
・特に飲食店では、値上げに向け新たにメニューを変更すること
によるメニュー表改訂のコストがネックになる例や、値上げ後
の表示の文字が小さいや、見にくいといった理由から客とのト
ラブルになった例もあり、そういった店は値上げに消極的であ
る。（五所川原）

○商工団体

－２３－



具体的支援事例 ②

価格転嫁の定着に向けた
取組の好事例

価格転嫁の障壁

青森県
商工会議所
連合会

・一部の製造業では量販店の価格設定に対して、なかなか価
格改定を切り出せずにいる（黒石）
・一部の飲食業では消費者の反応を気にして、価格改定に関
して積極的に取り組まない事業者がある（黒石）
・自動車や各種機械修理・販売業については工賃等の値上げ
はされている。また、一部小売・サービス業についても価格
転嫁はされているものの、中東情勢の影響による材料不足
や価格高騰、賃上げ等により経営状態の改善には至ってい
ない。取引業者、消費者含む全体への理解が今後も必要。
（弘前）

青森県商工会連
合会

5月に実施した「賃上げ等に関するアンケート調査」の結果、
価格転嫁ができていない理由について、多いものから５つ
は以下のとおりである。
①消費者の低価格・節約志向（20.1％）
②他社との競合（18.1％）
③コスト増が継続し、価格転嫁が追いついていない

（14.9％）
④需要の減少（13.2％）
⑤取引上の懸念（発注減・発注先の切り替え）があるため

（10.1％）

○商工団体、産業支援機関

－２４－



具体的支援事例 ②

価格転嫁の定着に向けた
取組の好事例

価格転嫁の障壁

青森県
中小企業団体
中央会

・対事業者であれば、一定の理解が得られるが、一般消費者
は価格の変動に敏感である。

公益財団法人
21あおもり産業
総合支援セン
ター

※別添資料１を参照

○商工団体、産業支援機関

－２５－



（５） 国の動き

－２６－



経済産業省
東北経済産業局

政府が掲げる「強い経済」のもと「稼ぐ力」の強化と賃上げの好循環を目指すために
は、引き続き価格転嫁・取引適正化を徹底していくことが重要。
重要課題として主に①令和8年1月より施行された取適法・振興法の現場への浸透
や、②官公需や取適法対象外の民間取引も含めた価格転嫁・取引適正化の強化に取
り組んでいく。
※詳細は別添資料２を参照

厚生労働省
青森労働局

・令和８年度改定最低賃金の周知及び賃金引上げや生産性向上に取り組む事業主へ
の支援
※詳細は別添資料３を参照

国土交通省
東北運輸局
青森運輸支局

・トラック・物流Gメンの活動を通じ、適正運賃の収受や労働環境の改善に向けた取
組を進める。
※詳細は別添資料４を参照

国の動き
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日本労働組合
総連合会 青森県連合会
（連合青森）

＜企業訪問の実施 対象数：未組織企業37社訪問＞
・地域：青森市、八戸市、弘前市、五所川原市
・県内企業の価格転嫁の状況：全般的に価格転嫁はある程度進んではいるものの、
全額転嫁という企業はほぼなく、やり繰りは厳しいとの内容が多かった。原材料や
燃料費についてはある程度転嫁できているものの、満足できる程の転嫁はできて
おらず、特に労務費の転嫁ができている企業は1社しかなかった。食品関連につい
ては特に日配品に関して消費者の反応が厳しく、他ライバル企業の様子見で価格
が上げられないとのことだった。また、トランプの影響により食品以外はもとより
包装資材等の値上がりが激しく、やりくりが厳しいとの意見が多かった。賃金につ
いては防衛的賃上げが多く、人材確保という観点から価格転嫁の良し悪しに関わ
らず引き上げをせざるを得ない状況だが、法定最賃は数値として公表されている
ので、労務費として価格転嫁しやすいという意見も少なくなかった。また、最賃の
水準があがることによってパートとフルタイムの境(税制)が曖昧になっていること
から、パートの正社員化をしている企業が多くみられた。

厚生労働省
青森労働局

・「賃上げ」支援助成金パッケージ
※別添資料３を参照

国土交通省
東北運輸局青森運輸支局

・トラック・物流Gメン
・標準的運賃
・トラック適正化二法
※別添資料４を参照

各機関からの情報共有

※事前の照会において回答のあった機関のみを記載

－２８－



収益力向上の取組の全体像
○価格転嫁は防衛的な取組の側面があるが、収益力向上に向けた取組の 「きっかけ」

   となり得る。価格転嫁に留まらず、事業者の収益力向上と成長を後押しする。

価格転嫁は、企業の収益力を高めるための重要な一歩だが
収益力を高める方法はそれだけではない。

売上を伸ばす(収入を増やす) 費用を抑える(コストを下げる)

今
あ
る
事
業
を
磨
く

◎
Ｄ
Ｘ
・
Ａ
Ｉ
活
用

◎
新
分
野
へ
の
進
出

顧客を増やす
→新規開拓／リピーター獲得 etc

顧客単価を上げる
→高付加価値化／商品・サービスの見直し

／適正な価格設定 → 価格転嫁

購入頻度を増やす
→継続購入促進／アフターフォロー etc

原価の見直し
→材料・仕入・外注等の見直し etc

固定費の見直し
→家賃・人件費・光熱費等の見直し etc

業務改善
→業務の効率化・マニュアル化・ＤＸ活用 etc

新たな市場を開拓する
→新規市場・販路拡大／海外展開 etc

新商品・新サービスを生み出す
→商品開発／サービス開発／高付加価値化 etc

販路を広げる
→販路開拓・パートナー連携／ＥＣ活用 etc

ＤＸ・デジタル活用を進める
→ITツール導入/データ活用/業務自動化

省力化・省人化を進める
→設備投資／ロボット導入/工程見直し etc

事業の稼ぎ方を変える
→ビジネスモデル転換/ＡＩ導入/Ｍ＆Ａ etc

まとめ

価格転嫁をきっかけに、収益力向上と生産性向上に取り組み、企業の「稼ぐ力」を高める！

価格転嫁は重要な手段の一つである。 しかし、企業の持続的な成長のためには
「売り上げを伸ばす」視点と「費用を抑える」視点の両面から、取組を組み合わせることが不可欠。

、
利益を確保し、

賃上げ・投資・人材確保へ
つなげていく

❶ 顧客・単価・頻度を高める ❷ ムダを減らす

❸ 新たな市場・商品へ ❹ 少ない人・時間で稼ぐ

収益力
の向上

－２９－

価格転嫁の「その先へ」



県内事業者の収益力向上を支援する取組（R8年度青森県経済産業部）

項目 取組の概要 担当課

売上
増加

顧客を増やす

・大規模展示会を活用した販路拡大 地域企業支援課

・デジタルマーケティング（SNS/EC）の活用促進 地域企業支援課

・あおもり土産魅力発信 地域企業支援課

・中核的企業の成長支援 地域企業支援課

・Well-being領域での新ビジネス創出 産業ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進課

・AX企業成長推進事業補助金（販路開拓） ２１あおもり

・青森県特別保証融資制度（新分野進出） 経済産業政策課

・Ｍ＆Ａ・組織再編 企業立地・創出課

顧客単価を
上げる

・価格転嫁の促進 地域企業支援課

・インバウンド向け新商品開発の支援 地域企業支援課

・知的財産の活用促進 産業ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進課

・GX革新技術等創出事業補助金 ２１あおもり

・AX企業成長推進事業補助金（新商品・新サービスの開発） ２１あおもり

・青森県特別保証融資制度（新商品開発） 経済産業政策課

購入頻度を
増やす

・デジタルマーケティング（SNS/EC）の活用促進【再掲】 地域企業支援課

・AX企業成長推進事業補助金（販路開拓）【再掲】 ２１あおもり

需要喚起 ・商工団体によるプレミアム商品券の発行 経済産業政策課

費用
削減

業務改善
・持続的賃上げ環境整備促進 地域企業支援課

・AX企業成長推進事業補助金（経営コスト削減） ２１あおもり

事業再編 ・Ｍ＆Ａ・組織再編【再掲】 企業立地・創出課

これらの取組を広く県内事業者が活用できるよう、２１あおもりのプロジェクトマネージャー、
販路アドバイザー、よろず支援拠点コーディネーター等が伴走型の相談対応を実施 －３０－
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